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ベリタスウェビナー: Veritas Vibe へようこそ！

本日のセッションは
事前に収録

ご質問はチャット（当日のみ）
もしくはメールで可能

各種資料はサイト上の
リンクからアクセス可能
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私たちは、生き残るために

デジタルトランスフォーメーションの

取り組みを加速せざるを得ない。

私たちの3年間の変革戦略は、

3ヶ月の期間に強制されました。

痛みを伴いましたが、

我々はそれをやり遂げました。

フォーチュン2000
ベリタスのお客様の声

DXの劇的な加速
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急増するSaaSアプリケーションの導入

9400万

ユーザ

2020年に純増した
Microsoft Teams の
アクティブユーザ数

3億
Microsoft 365
アクティブシート数
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コミュニーケーションツールの多様化

従業員の 25% が、1日の半分以上を電子メールだけでなく、

これらのコラボレーションツールやメッセージングツールに費やしている25%

出典：「The Hidden Threats of Business Collaboration」 2021年3月ベリタス実施

コミュニケーションは、コラボレーションツール、ソーシャル、テキストメッセージなどに拡大しています

データ保持、データプライバシー、コミュニケーションの監視などに関する新たな規制が急速に生まれています

従業員の 71％ がこれらのツールを使って機密データ、個人情報、

企業の機密情報を共有しているといいます71%
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法規制対応／電子情報開示の準備はできていますか？

2020年はGDPRの制裁金が41％増加
（総額1億7000万ユーロ超）、金融業界の規制についても同様の増加傾向

すべての情報を把握していないことによる罰金のリスクは、

ポストパンデミックの時代になっても高まる一方
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No!!自分には関係ない
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これらの言葉をご存知でしょうか？

✓ 日本企業をターゲットとしたクラスアクション

✓ 国際カルテルや海外腐敗行為防止法の違反疑い

✓ パテント・トロールの特許侵害訴訟

✓ （米国に子会社がなくても）製造物責任法で訴訟

✓ 役員／従業員の引き抜き

…など

これらは、普通の国内企業が

海外から訴訟される可能性がある事案
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【参考】米国民事訴訟の要因／リスク①

• 日本企業をターゲットとしたクラスアクション（消費者集団訴訟）

✓ 製造業の企業で損害賠償

• 国際カルテル（価格／生産量の協定）や、海外腐敗行為防止法（ワイロ禁止／会計の透明性）の違反疑い

✓ 国内で30社以上の価格調整カルテルの疑いで米国司法省より訴追

• パテント・トロールの（訴訟を起こす目的だけに特許を買い集める団体）特許侵害訴訟

✓ 国内例は2000年以降、300件と言われている

✓ 巻き込まれ系訴訟だと、特許侵害に関する訴訟が多い
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【参考】米国民事訴訟の要因／リスク②

• 米国に最低限の関わり合いがあれば、製造物責任法で、訴えられる可能性あり

✓ WEBサイトが閲覧可能／米国で購入可能

✓ インターネットを使った電子商取引、情報発信は国境がない

✓ 米国子会社に対する訴訟でも、日本本社が訴訟の舵を取る必要がある

• 役員／従業員の引き抜き

✓ ライバル企業から移籍してきた役員・従業員が、ライバル企業の機密情報を持ち出し、

それを利用したとして損害賠償請求を受ける

米国民事訴訟は、海外でビジネスを行う企業は避けて、とおることができないリスクです。

それを前提に米国民事訴訟と、そのリスクに向き合う必要があります。
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【参考】国内民事訴訟の流れ

16

国内民事訴訟の流れ

• 訴えの提起

✓ 訴状提出／答弁書提出

✓ 事実／証拠の収集

• 口頭弁論期日

✓ 証人尋問など証拠調べ

✓ 主張の補充／整理

• 判決

✓ 判決原本作成

✓ 判決言い渡し

事実や証拠を集めるのは、当事者が自分の責任で行う … 弁論主義

裁判所は当事者の主張を聞いて、中立的な立場で判断 … 当事者主義

判決

被告原告

訴状

答弁書

証拠 証拠口頭弁論

※自分で探す※自分で探す
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米国民事訴訟の流れ

• 訴えの提起

✓ 訴状提出／答弁書提出

• プリトライアル

✓ ディスカバリ（証拠開示手続）

✓ 各種申し立て

✓ 簡易判決など

• トライアル（公判）

✓ 陪審選定

✓ 証人尋問

• 判決

✓ 陪審評議と評決

✓ 判決言い渡し

証拠

証拠

証拠出せ証拠出せ

被告原告

訴状

答弁書

和解

米国民事訴訟の流れ

証拠を要求し、相手に出させる
（日本どころではない）当事者主義

90%以上がプリトライアルで和解



ディスカバリ（証拠開示手続）とは
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■ディスカバリとは

公判（トライアル）前に争点に関する情報を、

相手方の要求に基づき情報開示する手続き。

米国民事訴訟手続きの中で、最も時間とコストを要する。

時間 コスト

「Discovery：発見」の意味のとおり、証拠を「出させる・見つけにいく」の意味合いが強い。

ディスカバリを要求する側のイニシアチブが強い。

ディスカバリにより、手の内が分かり、和解になりやすい。（90%以上）



ディスカバリの流れ
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自動開示

インテロガトリー（質問書）

文書等提出要求

ディポジション（証言録取）

身体または精神の検査要求

自白要求

初期開示

専門家証人のエキスパートレポートの開示

トライアル前の開示

… 要求が無くても開示が必要な手続き

… 相手方に送付する質問書

… 文書や 電子情報 の提出を要求

… 証人への質問への回答を録音・録画

… 身体・精神状態が争点になった場合の検査

… 関連文書が真実かを相手方に確認

eディスカバリ



文書等提出要求 ／ eディスカバリとは
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争点に関連した情報が書かれている可能性のある

文書／電子情報の提出を相手に求めること。期日以内に提出する必要がある。

■文書等提出要求

• 費用は提出側が原則が持つ、5千万～3億円になることも

• 開示対象

✓ コミュニケーションに関する情報

✓ ログ、資料の修正履歴

✓ 秘匿特権※1、ワークプロダクト※2が適用できれば開示不要

■eディスカバリ

※1 「依頼者と弁護士の間の法的助言を得るためになされた、秘密のコミュニケーション」であれば、相手方に開示しなくて良い

※2 「訴訟準備のために作成された文書等」は、相手方に対する開示の対象から除外される

メール ドキュメント
（ファイルサーバ）

社内ポータル テキストメッセージ



eディスカバリの位置づけ
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米国訴訟の流れ

• 訴えの提起

✓ 訴状提出／答弁書提出

• プリトライアル

✓ ディスカバリ（証拠開示手続）

✓ 各種申し立て

✓ 簡易判決など

• トライアル

✓ 陪審選定

✓ 証人尋問

• 判決

✓ 陪審評議と評決

✓ 判決言い渡し

自動開示

インテロガトリー（質問書）

文書等提出要求

ディポジション（証言録取）

身体または精神の検査要求

自白要求

・文書

・電子情報

ここが

eディスカバリ
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EDRM

23

EDRM（eDiscovery Reference Model）は、eディスカバリのワークフローとして、

世界標準の作業指標として、法律事務所、サービスベンダーなどで採用されている。

本フローは、コンプライアンス社内調査にも活用されている。

情報
ガバナンス

情報識別

情報・データ
の保全

情報・データ
の収集

情報の
加工・処理

情報の審査

情報の分析

レポート
作成

レポート
提出

データ量を減らす データの重要性をあげる



情報ガバナンス
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普段から文書管理・情報管理体制を整備することで、

eディスカバリの実作業を迅速に開始できる。

EDRMのフローの実作業は、次の「情報識別」から始まる。

データの保存場所が限定され統一された状態から関連情報を収集する方が

効率的であり、リスク及びコストの低減につながる。

情報
ガバナンス

情報識別

情報・データ
の保全

情報・データ
の収集

情報の
加工・処理

情報の審査

情報の分析

レポート
作成

レポート
提出

■情報管理体制

✓ データ分類／保存期間などの運用方針

✓ 例外対応を含めた社内規定、オペレーション体制、

教育／訓練

✓ 顧問弁護士との協議



情報識別
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法務担当、弁護士とともに、関連情報となる可能性がある全ての

電子データ※1、その所有者／調査対象者※2、保存場所、調査期間を決定。

「保全、収集」の技術的手法やスケジュールの計画。

通常業務へ支障を最小化、データ破壊が無いようにします。

情報識別

情報・データ
の保全

情報・データ
の収集

情報の
加工・処理

情報の審査

情報の分析

レポート
作成

レポート
提出

情報
ガバナンス

※1 ESI(Electronically Stored Information)と呼ばれる

※2 カストディアンと呼ばれる



情報・データの保全 ／ 情報・データの収集
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●情報・データの保全

訴訟されたと判断された時点で、関係するデータを破棄や改ざんから保護し、

削除／破棄／変更の通常のライフサイクルプロセスを停止※1

※1 リティゲーションホールド、リーガルホールド、訴訟ホールドと呼ばれる

※2 デジタルフォレンジック技術でハッシュ値が同じことを証明する…など

●情報・データの収集

あらゆるデバイスから収集。メタ情報／ログ情報も含む。削除されたデータの復元も必要。

改ざんの疑いを受けないように※2、データのコピー／移動作業は専門業者に依頼するべき。

EDRM対応のアーカイブが整備されている場合は、すでに集まっているので収集不要！

情報識別

情報・データ
の保全

情報・データ
の収集

情報の
加工・処理

情報の審査

情報の分析

レポート
作成

レポート
提出

情報
ガバナンス



情報の加工・処理
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情報識別

情報・データ
の保全

情報・データ
の収集

情報の
加工・処理

情報の審査

情報の分析

レポート
作成

レポート
提出

情報
ガバナンス

■減らす技術

✓ 同一メールなどの削除（重複排除）

✓ キーワードにより選別（カリング）

✓ ファイルの種類により選別

明らかに関係のないデータを除外し、機械的にデータ量を少なくします。

データ量を減らすことで、後の工程や翻訳の時間と費用を削減できます。



情報の審査（レビュー） ／ 情報の分析
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法務担当や弁護士がレビューを行い、訴訟に合わせて適切な資料を選択します。

膨大なデータの中から、証拠となる資料のみに限定することで、

情報漏えいを防ぎ、人件費／翻訳費などのコストを削減できます。

秘匿特権のある文書の仕分けを行い、

文脈と内容、関与した人物、議論内容などから評価し、

開示データを吟味する必要があります。

自動化・AIを用いて効率よくレビューを行うソフトウェア※1も実用段階に来ています。

※1 TAR（Technology Assisted Review）と呼ばれる

情報識別

情報・データ
の保全

情報・データ
の収集

情報の
加工・処理

情報の審査

情報の分析

レポート
作成

レポート
提出

情報
ガバナンス
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EDRMを手動とポイントソリューションで実施すると…
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IT部門＆専門業者

個々のPCやバックアップ、または、
サーバから直接データをコピーし収集

受け渡し

■ディスカバリーソリューション適用前

経営部門

✓ 長期間／コスト大

✓ 企業秘密漏えいのリスク

✓ 企業価値低下／信用失墜のリスク

調査／法務部門

検索条件や進捗状況を共有しづらい
状況での大人数による調査

メールサーバ

バックアップ

PC



eディスカバリソリューション導入の目的
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時間短縮 リスク低減
（企業秘密漏洩）

コスト削減



eディスカバリーソリューション選定ポイントとは？
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SaaSへの移行のタイミングで、ビジネスの俊敏性／ユーザ利便性と

情報ガバナンスを両立！！eディスカバリー対策もできる！！

あらゆる種類の電子コミュニケーションをアーカイブ

データ取込みの自動化 統合アーカイブ基盤

迅速・確実なレビュー

調査／法務部門

電子情報開示の仕組み
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クラウド型アーカイブ ＆ 電子情報開示支援サービス

クラウドサービス型

Veritas Enterprise Vault.cloud オンプレミスクラウド

• 高速で正確な検索機能

• オンラインでメール調査

• 容量無制限 ∞

• 退職者のメールも無償保管

• Microsoft 365
• G Suite Enterprise

• Exchange
• Domino

【調査担当者用】
✓ 電子情報開示/eディスカバリ
✓ コンプライアンス監査

【一般メール利用者用】
✓ 個人のメールアーカイブの参照

Veritas Merge1
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Merge1 を提供している Globanet社 を買収 - 2020.9.28 -

15年以上の歴史のあるコンプライアンスソリューションを提供するGlobanet社 を買収しました

この買収により、ベリタスのデジタルコンプライアンスおよびガバナンス製品の強力なポートフォリオはさらに拡張され、
120 以上の新しいコンテンツソースをネーティブで可視化することができるようになりました。
Globanet は、包括的なコンプライアンス および インテリジェントコミュニケーションソリューションを提供しています。
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あらゆるコミュニケーションを Merge1 にてキャプチャ

Veritas Merge1™ は、

120種類以上のコミュニケーションソースから

直接キャプチャーするための最先端のソリューション

✓ Merge1 は、市場で 15 年以上の実績を持つ、

信頼できるコンプライアンスソリューション

✓ 120以上の異なるコンテンツソースをサポート

✓ Microsoft、Slack、Zoom など、
多くのコンテンツソースから推奨・支持

✓ オンプレミスやクラウドなど、既存のインフラで動作

✓ Veritas EV/EV.cloud、eDiscovery Platformに対応

チャット、ファイル共有、ソーシャルメディア、金融プラットフォーム、
モバイル/SMS、コラボレーション、音声チャネル
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Merge1 ユーザー（一部抜粋）

金融 工業

ソフトウェア

ヘルスケア 政府

スポーツ&エンターテイメント

商業医薬品

教育
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Veritas Information Classifier（VIC）分類エンジン

データの中身をスキャンし、タグ付け、可視化する技術
クレジットカードやパスポート番号などの個人識別情報を認識するパターンが710以上、

規制対応のポリシーを110以上搭載しています。パターン、ポリシーのカスタマイズも可能です。
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国内ユースケース（EnterpriseVault.cloud）

最終的には、EV.cloudとOffice 365のオプションとして提供され
ているアーカイブ機能を比較しました。そのときに重視したのは、コス

トパフォーマンスはもちろんですが、グローバル対応と
E-ディスカバリー法を順守できる検索性能
でした。グローバルスタンダードを見据えていくと、裁判所などから要
請があったときに、決められた時間以内にメールを検索してエビデン
スを提出できるかどうかは、重要なポイントでした

訴訟･仲裁で出された判決・裁定により法的に情報開示が
求められる場合、対象となるメールデータを効率よく検索・抽
出し、迅速に電子証拠としてまとめる必要があります。係る作
業を人手のみで対応しようとすれば、目視による調査に長期
間かかり、コストがかかるのと同時にリスクになり得ます。また、
弁護士事務所などにその作業を依頼すれば、さらに膨大な
費用が発生します。過去に送受信した大量のメールから、迅
速かつ正確に必要な情報が抽出可能なシステムを導入する

ことにより、訴訟･仲裁リスクへの適時対応
や調査コストの削減が可能であり、総合的に見て

も費用対効果が高いと判断しました

https://www.veritas.com/ja/jp/customer-success/lixil-group
https://www.veritas.com/ja/jp/customer-success/marubeni-corporation
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EV.cloud と 他社ソリューション との機能比較
項目 Veritas Enterprise Vault .cloud 他社ソリューション

調査対象 ○ ジャーナルメール
（受信および送信電子メールの全記録）

▲ 各個人のメールボックス

共有メールボックス

保持期間 ○ アーカイブ保持期間を指定可、無期限も可(費用追加無し) ○ アーカイブ保持期間を指定可

ジャーナル保持サービスがあっても別途有償

検索速度・精度 ○ 高速、かつ、高い精度の検索 ▲ 微妙な検索速度・精度であることが多い

検索結果の表示 ○ 重複なし（ジャーナルメールは常に１つの原本）

検索された 全メールの中身を確認できる

▲ 別メールボックスの同じメールが表示

プレビューは一部のみ、エクスポートが必要

電子情報開示 ○ EDRMに準拠
(1) 電子情報開示プロセスに沿ったオンライン利用

(2) 複数のレビューワーが調査対象のメールを審査

(3) タグ付け、マーク、レビューステータス、コメント

(4) 選定したメールを絞り込んで提出

▲ 検索機能のみでエクスポートが必須
（このレベルのサービスが大半）

検索による絞り込みと審査結果はタグ付けのみ

訴訟ホールド ○ ケース登録時に指定 ○ ケース登録時に指定

データ提出 ○ エクスポート機能 ○ エクスポート機能

退職者のメールの扱い ○ 退職者の過去メールはライセンス対象外

継続してデータは保持される

▲ 調査対象者として選択するためには、メール
ボックスを有効に変更する

過去メールのインポート ○ PST, NSF, EML, MSG形式の取込み ○ 主に PST形式のメールインポート

監査・調査する利用者 ○ クラウドとは完全分離したレビュー専用アカウントが用意可 ▲ 当クラウドサービスの利用者であること
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Enterprise Vault.cloudによる 高速なデータ検索

Enterprise Vault.cloudでは検索用のインデックスを作成することで、高速な検索が可能。
短期間で目的のデータにたどり着くことができるため、情報開示の期日を順守しながら、
不要な情報まで開示してしまうリスクを削減できます。
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EV.cloud eディスカバリ 画面サンプル①

事案用ワークスペース(Case)を作成し、
調査対象者(Custdians)と調査担当者(Reviewers)を設定します。
調査担当者には、各種権限を付与することができます。

調査対象者

調査担当者

今回のケースでは、調査対象者4名の
メール数は計33404通、そのうち1032通を
4名の調査担当者にアサインしました。
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EV.cloud eディスカバリ 画面サンプル②

下記などで検索が可能です。
メッセージ内容、件名、From、To、
添付ファイルの有無、添付ファイルのタイプ、
添付ファイルの名前、送信日

各メールに、レビューステータスを付与
Not reviewed: 未レビュー
Escalate: 要確認
Inrelevant: 関連なし
Privileged: 秘匿特権情報
Redact: 要墨入れ
Relevant: 関連あり

レビューステータス等を指定して、
エクスポート可能です。
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EV.cloudは ユーザ、IT、法務、経営部門 の各部門にメリット

ユーザ部門

容量無制限、期間無制限の

メールボックスを実現

今まではメールボックス容量に制限があり、
大事なメールも定期的に削除していました。

法務部門

高速な訴訟／コンプライアンス調査

タスク分担／進捗共有が容易

タスク分担、ラベル付などGUIで簡単に。
エンターを押してランチに行こうとしたら、
もう検索が終わっていたんです。

経営部門

調査コスト削減

企業価値低下／信用失墜のリスク削減

eディスカバリは数億円の費用がかかることも。
Enterprise Vault.cloudで、グローバル化のリスクに
先手を打つことができました。

IT部門

クラウドサービスのため基盤の管理不要、

有事の際もデータ収集不要

有事の際もデータの
移動・収集が不要なので、
改ざんを疑われる
リスクがなくなりました。

これまでは、
アーカイブ基盤の
バージョンアップ、
リプレースが悩みでした。



【まとめ】 EV.cloud と Merge1 によるコンプライアンス対応

45

あらゆる種類の

電子コミュニケーションに対応

データ取込みの自動化 統合アーカイブ基盤 電子情報開示の仕組み

Veritas Merge1

Veritas Enterprise Vault.cloud

eディスカバリの時間短縮、

コスト削減、リスク低減

DX時代の多様化する電子コミュニケーションへのコンプライアンス対応を
Enterprise Vault.cloud と Merge1 で実現してください！！
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